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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

　民生委員、児童委員の任期満了に伴い、
一斉改選を実施し、1,300人に民生委員の
委嘱を行った。（令和４年１２月１日付）
○民生委員推薦準備会に係る業務
○民生委員推薦会に係る業務
○民生委員審査専門分科会に係る業務
○委嘱状伝達式に係る業務
○退任式に係る業務

　孤独・孤立の問題に対してNPO等と連携
した対策を推進するため、NPO法人が参加
する火の国会議に毎月参加した。
　コロナ禍でより顕在化した課題である孤
独・孤立に対応するため、NPO等と行政の
連携を推進するとともに、より身近な場所
での支援の輪を広げることを目的として、
広報・啓発のためにリーフレットを作成し
た。

民生委員一斉改選経費 3,869

福祉関係主要事業報告

健康福祉政策課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

支援経費
地域における自主的な福祉活動の中核であ
る校区社会福祉協議会が行う基礎的な活動
に対し支援を行い、地域福祉の基盤強化を
図った。
50千円×93団体（90小学校区+3地区）＝
4,650千円

校区社会福祉協議会活動 4,650

孤独・孤立対策推進経費 206

19,324災害時、自力で避難することが困難な在宅
の高齢者や障がい者等が、安全に避難でき
るよう、地域の共助による避難支援体制づ
くりを進めた。
〇引き続き、関係団体に対し要援護者登録
　者名簿の配布及び制度の周知等を実施し
た。
〇要介護認定の対象者に対し、登録勧奨を
行った。

災害時要援護者支援事業

支援経費
　校区社会福祉協議会の行動指針である
「校区社協行動計画」の策定（校区ごとの
課題整理や対応策の検討等）を熊本市社会
福祉協議会が中心となって支援し、住民主
体の地域福祉活動の活性化を推進した。
　令和4年度（2022年度）においては、
25校区社協での策定を行った。

校区社協行動計画策定 19,000
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

生活保護法施行事務監査 501

事業

１．熊本市管内の５福祉事務所に対し、監
査事務を定期的に実施することで、生活保
護の濫給、漏給の防止を図った。

※被保護世帯数

　中央：4,150

　　東：2,882

　　西：1,882

　　南：1,274

   （令和5年(2023年)3月時点）

　　北：1,966

　合計：12,090世帯 （14,894人）

１．委託業者による点検審査業務を行い、
レセプト点検の充実を図った。
電子レセプトを活用し、医療扶助の適正化
を図った。
・向精神薬重複処方者へ適正受診指導
・後発医薬品の使用促進
・医療機関、薬局、被保護者への周知

2．他法他施策活用促進策の１つとして、年
金受給調査・相談を専門業務とする年金調
査員を配置し、年金受給の支援を行った。
なお、令和4年9月より2名増員し、計３名
体制にて、全区の被保護世帯の対応を行っ
ている。

生活保護適正実施推進 9,163

事業

①調査世帯件数

　中央：33　　東：26　　西：18

　　南：17　　北：30

　　南：1　　北：7

　　

　中央：5　　東：5　　西：18

　　

②効果件数
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課名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき） （単位：千円）

事業名 決算見込額

生活保護適正実施推進

事業（つづき）

事業内容

３．資産の保有状況を調査・把握し、資産
活用の徹底を図った。
　・ 保護新規申請時に資産調査。
　・ 課税状況調査の実施。
　・ 資産申告書を年に1回徴取。

・新任CW研修　　　　　研修録画配布

・新任CWハローワーク研修　　資料配布

・CW全国研修会　　　　　　Web会議

・就労支援員全国研修会　　  Web会議

・監査職員研修　　　　　　　書面会議

・新任査察指導員研修　　　　書面会議

【市主催】

　派遣研修として行われているが、新型コ

　Web会議や書面会議として開催された。

　市主催の研修についても集合研修は控え、

　新任CW研修は元年度実施の研修を録画

・査察指導員研修　　　　　　書面会議

　　　　　　実数　　  2,113ケース

４．専門研修等により高度で専門的な知識
及び技術の習得に取り組んだ。

【厚生労働省主催】

   保護開始時の関係先調査の実施状況

　　調査延べ件数　　56,659件

　し、区に配布した。

・面接相談員研修　　　　　　　資料配布

・日常生活自立支援員研修　　　資料配布

・学習支援事業説明   　　　　　資料配布

・自立支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ推進事業説明  資料配布

※毎年、厚生労働省主催の研修については、

　ロナウイルス感染症感染拡大の影響で
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課名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

  ※生活困窮者対象

１．NPO法人等との協働（委託）により、
貧困の連鎖を解消することを目的とした
「熊本市子どもの学習支援事業」を実施。
※支援対象者61名
（中３：29名、中２：18名、中１：9名、
高校生：5名）のうち、中学３年生29名全
員が高校へ進学。

129,238生活困窮者自立支援

事業

生活保護受給者等就労

支援事業

事業名 事業内容

33,729

※1２名体制。
（内訳）中央4名、東３名、西２名、
            南1名、北2名

　・新規支援者　　　　　　　　415名

決算見込額

（単位：千円）

②生活困窮者就労準備支援事業

　・参加者数　　　　　　：２１名

　・就職決定者数　　　　：１３名

　

　・参加者数　　　　　　：５１名

　・新規支援者のうち、就労を開始した者

　　　　　　　　　　　　　　　263名

　・新規支援者の就職率　　　   63.4％

　・就職決定者数　　　　：２９名

　※生活保護受給者対象

２．NPO法人への委託により、被保護者、
生活困窮者の社会的な自立を目的とした
「自立支援プログラム推進（社会参加活動
等）事業」「就労準備支援事業」を実施。

①自立支援プログラム推進（社会参加活動
等）事業

１．就労支援を専門業務とする就労支援員
を配置し、保護受給世帯の自立を助長。
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課名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

　・入所者実数　　　　　：1１名

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

生活困窮者自立支援 3．居住のない生活困窮者に有期にて宿泊場
所・衣食の提供を行う一時的な宿泊施設を
確保し、必要な生活支援を行う「一時生活
支援事業」を実施。

事業（つづき）

　・支援した延入所日数　：６７３日

４．熊本市社会福祉協議会への委託によ
り、生活困窮者の困窮状態からの早期脱出
を目的として包括的な相談支援を行う「自
立相談支援事業」、家計に関する相談支
援・必要な資金貸付の助言・家計への指導
を行う「家計改善支援事業」を実施。
  また、令和2年度より東区・南区に生活自
立支援センターを増設した。

※「自立相談支援事業」では、離職者で
あって就労能力及び就労意欲のある方のう
ち、現在、住居を失っている方または失う
恐れのある方に対する住居確保給付金の支
給業務及びホームレス巡回相談業務も含
む。

　・相談受付延べ件数：　　   14,333件

　・新規相談者数　　：　　　 1,656名

①自立相談支援事業

②家計改善支援事業

　・相談受付延べ件数：　　　 4,215件

　・家計相談支援決定者数：　　　53名

　　（うち、要支援者数　　 　580名）

　・プラン作成件数　：　　　　 454件

　・プラン作成件数：　　　　　　75件
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課名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

【参考】 R1年度 5 名

R2年度 953 名

R3年度 369 名

支援金

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

　支援決定者数：136名

住宅支援給付事業 28,261　離職者であって就労能力及び就労意欲の
ある方のうち、現在、住居を失っている方
または失う恐れのある方に対し住宅給付の
支給を行った。新型コロナウイルス感染症
の影響を踏まえた特例措置として、支給及
び再支給の要件も緩和され、コロナ感染拡
大前の令和元年度と比べ支援決定者が激増
した。

　（R５年(202２年)４月

     ～R６年(2022年)３月実績）

　新型コロナウイルス感染症の影響により
生活に困窮する世帯で、既に総合支援資金
の再貸付が終了するなどにより特例貸付を
利用できない世帯に対して、就労による自
立を図るため、また、それが困難な場合に
は円滑に生活保護の受給につなげるために
R3.7月から支給し、Ｒ5.3月末を持って申
請受付を終了した。

　決定額：　　　 　 　590,440千円

※R3、R4年度合算での最終的な実績

　決定者数（新規）：　　1,772世帯

　決定者数（再支給）：　　1,144世帯

　被保護者のうち処遇困難ケースへの同行
訪問や窓口対応、警察との連絡調整、告
発・被害届の提出に向けた相談を行った。

※相談員２名体制
　（内訳）中央１名、東1名

警察との連携協力体制 5,603

強化事業

新型コロナウイルス感染 398,252

症による生活困窮者自立
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

介護予防事業の推進 　高齢者ができる限り要介護状態等になら
ず、いつまでも健康で活動的な生活を送る
ことができるように、介護予防事業を実
施。

○一般介護予防事業「くまもと元気くら
   ぶ」の活動支援
○短期集中予防サービスの実施

65,830

地域支え合い型サービス 　住民主体による生活支援サービスを創
出・支援することで、現在の介護保険サー
ビスでは対応できない多様なニーズを補完
し、自立した生活を支援。

○通所・訪問・移動支援サービスに対する
　設立・運営支援

12,065

の推進

福祉関係主要事業報告

高齢福祉課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

地域包括ケアシステム 　地域包括ケアシステムの中核的役割を担
う地域包括支援センターの運営や、地域包
括ケアシステムの趣旨等について広く市民
へ周知する取組を実施。

○介護予防ケアマネジメント業務
○総合相談支援及び権利擁護業務
○包括的・継続的ケアマネジメント支援
　業務
○生活支援コーディネーターを中心とした
　地域資源開発及びネットワーク構築
○住民主体の介護予防活動や生活支援サー
　ビス、自立支援に向けた取組の広報
○熊本市・区地域包括ケアシステム推進会
　議の開催等

831,031

推進経費
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課名

福祉関係主要事業報告

高齢福祉課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき） （単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

認知症関連事業 　認知症疾患医療体制の構築や認知症高齢
者を地域で見守る仕組みづくり、認知症に
対する理解浸透等を推進。

○認知症サポーター養成講座の開催等
○一般病院職員・かかりつけ医・薬剤師・
　歯科医師向け研修の実施
○認知症コールセンターの運営
○認知症疾患医療センターの指定
○認知症初期集中支援チーム及び認知症地
　域支援推進員の配置等

28,788
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

福祉関係主要事業報告

介護保険課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

介護職員処遇改善加算等 　介護事業所等に対し、加算の仕組みや取
得方法の説明、加算算定要件を満たすため
に必要となる方策の構築等について研修・
助言・指導などの支援を行う。（国補助
10/10 ）
・事業者向け説明会の実施 1回 R4.11.25
・　　　〃　　　　の動画配信 R4.1２.26～
　（再生回数113回、3/31時点）
・専門家派遣　40事業所、47回

4,073

の取得促進支援事業

自立支援・重度化防止 ・自立支援型ケアプラン作成に向けたリハ
　ビリテーション専門職派遣事業の実施
・ケアプラン点検による利用者の自立支援
　の促進
・自立支援型ケアマネジメントを促進する
   ための地域ケア会議の実施

17,311

の推進

9



課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

福祉関係主要事業報告

介護事業指導課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

老人福祉施設整備費助成 　「熊本市高齢者保健福祉計画・介護保険
事業計画」（くまもとはつらつプラン）に
基づいて、社会福祉法人等が行う社会福祉
施設の整備に要する費用の一部を補助する
ことにより、高齢者に対する福祉サービス
を提供するための基盤整備を行う。

（新規）
・当該年度新規事業は全て繰越につき実
績・決算なし
（Ｒ3年度(2021年度)からＲ4年度(2022
年度)への繰越分）
・小規模多機能型居宅介護　1施設

41,100

地域密着型サービス事業 　地域密着型サービス事業所について、整
備計画に基づく指定を行うとともに、必要
に応じて指導監督を行い、適切な運営を確
保する。
・地域密着型サービス運営委員会の開催
・集団指導、運営指導については、新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大防止のた
め、実施の方法や規模を変更して実施。

81

所の指定及び指導
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

福祉関係主要事業報告

障がい福祉課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

相談支援事業 211,335○相談支援事業経費
　障がい者が自立した日常生活・社会生活
を営むことができるよう、熊本市障がい者
相談支援センターにより障がい者等からの
各種相談に応じ、必要な情報提供及び助言
等を行った。
・センター設置数：9ヶ所（西区1ヶ所、そ
れ以外の区は2ヶ所）
・延利用者数：25,329人
・支援件数（支援内容別）：27,644件

障害福祉サービス事業

515,914

　障害福祉サービスとして、在宅で必要な
介護や短期間の入所等の支援を行う「訪問
系サービス」、日中に作業所等に通所し
て、訓練や就労に関する支援等を行う「日
中活動系サービス」、入所施設等で、相談
や日常生活上の支援を行う「居住系サービ
ス」に取り組んだ。
　それぞれのサービスには、日常生活上、
継続的に必要な介護支援等が受けられる
「介護給付」と地域で生活を行うために必
要な訓練や就労に関する支援を受けられる
「訓練等給付」がある。また、障がい児の
ためのサービスとして「障害児通所支援」
を行った。

○居宅介護給付費（訪問系サービス事業）

　・延べ利用者数：10,814

3,952,541

1,437,454

1,360,218

○就労継続支援給付費（日中活動系サービス事業）

○施設入所支援給付費（居住系サービス事業）

　・延べ利用者数：9,154

○共同生活援助給付費

　・延べ利用者数：29,725

1,924,139

　・延べ利用者数：16,298

　・延べ利用者数：11,190

○児童発達支援給付費（障害児通所支援事業）
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課名

福祉関係主要事業報告

障がい福祉課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

○児童発達支援センター等機能強化事業
　児童発達支援センターを拠点とした地域
の障がい児の療育体制を確保するため、平
成31年度(2019年度)より、児童発達支援
センター等機能強化事業を開始した。令和2
年度(2020年度)から、機能強化員の配置を
1名から2名に増員し、療育機関の連携強化
を進めるとともに、地域の療育支援の質の
向上を図った。

機能強化事業

児童発達支援センター 122,191

決算見込額

障がい者理解促進事業 2,394

○成年後見制度法人後見支援事業
　成年後見等の業務を適切に行うことがで
きる法人を支援するとともに、認知症や障
がいなどによって、判断能力が不十分な方
の権利や財産を保護する「成年後見制度」
の担い手として、身近な地域住民の感覚を
活かしたきめ細やかな支援を行う「市民後
見人」の養成を行った。
・市民後見人養成講座　修了者数：8名
・市民後見人養成講座フォローアップ研修
3回開催　受講者数：32名

○障がい者就労・生活支援センター事業
　障がい者の就労支援の強化を図るため、
平成25年(2013年)10月に設置した「熊本
市障がい者就労・生活支援センター」を活
用し、就労支援、定着支援、生活支援を図
るとともに、求人開拓にも取り組んだ。
・支援対象登録者数：1,295人
・相談支援件数： 5,760件

（単位：千円）

成年後見制度法人後見

○障がい者理解促進経費
　障がいのある人に対する偏見や差別意識
を無くし、相互理解を深めるため、正しい
知識と理解の普及・啓発を推進した。
・障がい者サポーター研修：38回開催
・受講者数：2,191名

事業内容事業名

○障がい者差別解消推進経費
　障がいを理由とする差別の解消を図るた
め、障がい者サポーター研修等を通じて市
民の関心を深め理解の啓発を行った。

障がい者就労支援事業 15,900

26,256

支援事業

303

12



課名

福祉関係主要事業報告

障がい福祉課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

決算見込額

（単位：千円）

事業名 事業内容

地域自殺対策 〇地域自殺対策緊急強化事業 29,804

緊急強化事業 　自殺対策として、熊本市自殺総合対策計
画を策定。基本施策として、自殺対策連絡
協議会の開催、ゲートキーパー養成研修、
相談（SNS・包括相談会）、普及啓発活動
等を実施した。
・ゲートキーパー養成数：288人
・SNS相談数：延べ4068件

13



課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

　保健福祉システムを改修し、療育手帳情
報のマイナンバー情報連携に対応すること
により、知的障がい者（児）に係る行政手
続き等の利便性向上を図った。

療育手帳情報連携システム 14,300

　身体障害者手帳の認定を行うにあたり、
特に専門的知識及び技術を必要とする事項
について、審査を行う機関として、障がい
程度審査委員会を設置し、審査の適正化及
び迅速化を図った。

　令和4年度(2022年度)実績
　　　単価　　１０，９７０円
　　　件数　　　　　　８０件
　　　合計　８７７，６００円

開催経費

障がい程度審査委員会 878

　熊本市障がい者福祉相談所において、障
がい者の自立支援、社会参加のために、補
装具及び更生医療などの判定や身体障害者
手帳・療育手帳の交付決定等とともに、身
体障がい者及び知的障がい者に係る専門的
な知識・技術を必要とする相談・指導を
行った。

改修経費

福祉関係主要事業報告

障がい者福祉相談所

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

障がい者福祉相談所 16,197

管理運営経費

身障手帳新規交付件数 1,269 件

身障手帳所持者数 28,090 人

1,296 件

746 件

療育手帳判定件数 新規 54 件

(知的障害者） 再判定 152 件

7,926 人

126 件

1 件

更生医療判定件数

補装具判定件数

療育手帳所持者数

整形外科外来相談件数

耳鼻科外来相談件数

14



課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

精神保健研究・啓発事業 827　精神保健及び精神障がいに関する正しい
知識や権利擁護についての普及啓発を行っ
た。また、精神保健福祉事業従事者や医療
機関等への技術支援を行った。

　精神保健及び精神障がい者の福祉に関す
る相談機関として、こころの健康相談から
精神医療に係る相談、社会復帰相談などの
様々な相談を行った。

福祉関係主要事業報告

こころの健康センター

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

精神保健相談支援事業 8,374

新規 292

継続 121

新規 1,512

継続 6,426

新規 17

継続 8

新規 11

継続 52

8,439件合計

来所

電話

訪問

メール

413件

7,938件

25件

63件

○普及啓発

実施回数

参加者数

実施回数

参加者数

市民向け講演会

当事者及び家族向け
講座

7回

276人

84回

275人

○教育研修

実施可数

参加者数

精神保健福祉業務従
事者等への研修会

20回

3,748人

15



課名

福祉関係主要事業報告

こころの健康センター

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

経費

　精神障がい者の人権に配慮しつつ、その
適正な医療及び保護を確保することを目的
とした精神医療審査会の運営等を行った。

社会復帰支援事業 310　精神障がい者の社会復帰を支援するた
め、就労支援講演会やピアサポーター養成
を行った。

ひきこもり地域支援セン 19,097　ひきこもり問題の専門職員を中心とした
きめ細やかな支援や関係機関との連携によ
り、ひきこもり者の社会参加を促すひきこ
もり地域支援センターの運営を行った。

ター事業

精神医療審査会等事務 15,109

精神保健研究・啓発事業

（つづき）

（単位：千円）

決算見込額事業名 事業内容

○技術支援等

支援件数
区役所、医療・福
祉・教育機関等への
技術支援・援助

1,020件

○組織育成

支援件数
組織育成(家族会等
への協力)

17件

○判定・審査業務

2,796件

9,755件

2,719件

29件

自立支援の支給認定

医療保護入院の入院届等審査

退院請求、処遇改善請求審査

精神障害者手帳の等級判定

○ひきこもり支援センターへの相談件数

計

1,494件

942件

199件

223件

2,858件

電話相談

来所相談

訪問相談

メール相談
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

　次代を担う子どもたちを心豊かで健やか
に育てることを目的とし、子育て支援や子
どもの健全育成活動を自主的に展開してい
る団体等に対して、基金の運用収益を利用
し、活動費の助成を行った。
　令和4年度(2022年度)は34の個人及び団
体に対して、総額3,655千円の助成を行っ
た。

子どもの未来応援基金

事業

109,592

福祉関係主要事業報告

こども政策課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

少子化対策推進事業 7,367　少子化問題に対応するため、結婚、妊
娠・出産、子育ての「切れ目のない支援」
として、子育て支援優良企業認定事業、子
育てしやすい職場環境を整備する企業応援
セミナー事業、結婚世話人事業、結婚支援
セミナー・イベント事業、結婚チャレンジ
事業を実施した。

17



課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

　児童が病気あるいは病気回復期におい
て、保護者が家庭で保育を行うことができ
ない期間内、一時的に施設で保育を行う。
 平成28年(2016年)4月から圏域市町村に
存する施設において熊本市と近隣市町村の
住民が相互利用できる。
　利用者の利便性向上と施設の周知を図る
ため、「熊本市結婚子育て応援サイト」に
病児・病後児施設の施設毎の空き状況等を
掲載。
　平成30年度(2018年度)から、病児・病
後児保育施設の看護師等が保育所や子育て
支援センターを巡回し、感染症予防に関す
る指導・助言を行っている。
　令和元年度（2019年度）より対象児童の
拡充を行った。（小学校3年生→小学校6年
生）

病児・病後児保育事業 87,035

福祉関係主要事業報告

こども支援課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

子ども医療費助成事業 2,035,581

（扶助費のみ）

　養育者の経済的負担を軽減するととも
に、子どもの健康保持と健全な育成を図る
ため、子どもの医療費を助成。

○平成30年1月から実施

無料

無料

○平成30年12月から実施

無料

無料

歯
科

入院 無料

外来 無料

調剤

1,200円

1,200円

700円

700円

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院 無料

外来 1,200円700円

歯
科

入院

外来 1,200円

調剤

無料

無料 700円

700円 1,200円

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院

外来

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

無料

700円 1,200円

○平成29年12月まで実施

○平成30年1月から実施

無料

無料

歯
科

入院

外来 1,200円

調剤

無料

無料 700円

700円 1,200円

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院

外来

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

無料

700円 1,200円

小1～
小3

500円

500円

無料

無料

500円

500円

無料

医
科

入院

外来

入院

外来

歯
科

調剤

無料

無料

5歳～
6歳

3歳～
4歳

0歳～
2歳
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課名

福祉関係主要事業報告

こども支援課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき） （単位：千円）

事業名

○対象児童　小学校6年生までの児童
○利用料　　1日1人あたり2,000円
　※利用料減免制度あり
　　生活保護世帯　利用料免除
　　市県民税非課税世帯　利用料半額免除
○施設数　8施設
○実績 令和４年度（2022年度）延利用者
数2,509人

決算見込額

病児・病後児保育事業

（つづき）

事業内容

こんにちは赤ちゃん事業 14,060　母子の心身の状況や養育環境等を把握
し、支援を必要とする親子を早期に発見す
るため、生後４か月までの乳児のいるすべ
ての家庭を対象として訪問等により支援し
た。
訪問対象件数：5,775
訪問件数：5,632
訪問率：97.5％
※新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
　民生委員児童委員等による訪問は中止
し、区役所から専門職が電話し必要に応じ
訪問。

　在宅で多子・多胎児を養育中の方に、子
育て支援サービスで利用できる利用券を交
付し、育児の精神的・経済的負担を軽減す
る。令和4年度新規事業。

対象児：第3子または多胎児の3歳未満
利用券：子ども１人につき15,000円/年
利用できるサービス：
①ファミリーサポート事業
②病児・病後児保育事業
③一時保育事業
④子育て短期支援事業
⑤産後ホームヘルプ事業
⑥産後ケア事業

多子・多胎世帯子育て

支援事業

1,960

○平成30年1月から実施

無料

無料

○平成30年12月から実施

無料

無料

歯
科

入院 無料

外来 無料

調剤

1,200円

1,200円

700円

700円

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院 無料

外来 1,200円700円

歯
科

入院

外来 1,200円

調剤

無料

無料 700円

700円 1,200円

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院

外来

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

無料

700円 1,200円
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

の実施

2,955,000

保育施設の整備 【公立】
　公立保育所の施設整備を実施し、保育環
境の向上を図る。
〔実施園〕
田底保育園大規模改修工事
京塚保育園外壁その他改修工事
池上保育園外壁・空調設備工事

359,005

【私立】
社会福祉法人等が実施する施設整備等に要
する費用の一部を負担（補助）することに
より、児童の福祉の向上を図る。

〔実施園〕
　改築１件（令和３年度(2021年度)繰越
分）
　改築１件（令和４年度(202２年度)分）
※２ヵ年計画で整備を行う１施設について
は、各年度分で１件と計上。

277,201

福祉関係主要事業報告

保育幼稚園課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

保育の実施 27,197,463

保育士就職支援事業 　保育士不足を解消するため、保育士の資
格を持ちながら保育所に勤務していない潜
在保育士の保育所へのスムーズな再就職を
支援することを目的とした研修会を開催す
る。
〔実施回数〕 年1回（7月）

4,300

地域型保育事業の実施 　子ども・子育て支援新制度移行に伴い、
地域型保育事業を実施し、3歳未満児の待機
児童解消を図る。

公立 19 1,805 1,546 0

私立 84 7,755 7,688

90 10,404 10,833

73 1,224 988

266 21,188 21,055 0

入所
児童数

待機
児童数

0

令和4年（2022年）4月現在

区分 施設数 定員

保育所

認定こども園

地域型保育

計
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課名

福祉関係主要事業報告

保育幼稚園課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

待機児童支援助成事業 　認可保育所の入所要件を満たし、入所申
込を行っても入所できない児童について、
月単位で認可外保育施設を利用している保
護者のうち、低所得者層（認可保育料の算
定基礎となる市民税所得割額が９７，００
０円未満）に対し、利用料の一部について
支援を行う。

906

の実施

認可外保育施設の指導 　児童福祉法に基づき、認可外保育施設一
部の指導監督を行う。
〔施設数〕　143施設
※新型コロナウイルス感染症による影響に
より、新規及び証明書未交付施設を優先し
て3６施設立入調査を実施。

5,295

監督

地域型保育事業の指導 　児童福祉法等に基づき、地域型保育事業
の指導監督を行う。
〔施設数〕　73施設
※新型コロナウイルス感染状況を見なが
ら、実地指導監査を行った。

監督

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

福祉関係主要事業報告

こども家庭福祉課

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

要保護児童対策事業 (1)熊本市要保護児童対策地域協議会
（50機関で構成）
　支援対象児童等の早期発見、適切な保
護・支援を図るため、情報交換及び協議を
実施した。
・代表者会議：１回
・実務者会議：各区ごとに１回
・区連絡会議：12回×５区＝60回
・個別ケース検討会議：5区計、151回
・ゆりかご専門部会：短期的検証２回

24,871

（要保護児童対策地域協
議会運営・子どもを守る
地域ネットワーク機能強
化・オレンジリボンキャ
ンペーン）
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課名

福祉関係主要事業報告

こども家庭福祉課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

（要保護児童対策地域協
議会運営・子どもを守る
地域ネットワーク機能強
化・オレンジリボンキャ
ンペーン）
(つづき）

事業名 事業内容 決算見込額

要保護児童対策事業 (2)熊本市の虐待対応件数

（単位：千円）

　各区に子ども家庭総合支援拠点を設置
し、 要保護児童についての相談・通告を受
け、支援を行った。
【令和４年度虐待対応件数】
　　児童相談所1,425件、各区389件

(3)啓発活動
　ラジオ、市広報紙等の媒体を活用し、児
童虐待防止の啓発・周知活動を実施した。
　また、児童虐待防止月間にあわせ、オレ
ンジリボンキャンペーンを展開し、熊本城
ライトアップ、児童家庭支援センターアグ
リと協働して、ゆめタウンはません及び熊
本ヴォルターズのホームゲームにて、チラ
シ、グッズ等の配布を行った。

各区役所における虐待対応件数の推移

児童相談所における虐待対応件数の推移

23



課名

福祉関係主要事業報告

こども家庭福祉課

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

児童家庭支援センター 　地域の児童、家庭の福祉の向上を図るこ
とを目的とし、地域の児童の福祉に関する
各般の問題につき、児童に関する家庭その
他からの相談に応じる相談支援事業を実
施。

　児童相談所や保健子ども課をはじめ、関
係機関とも連携し支援を実施することで、
家庭からの相談に早期に対応し、児童虐待
を未然に防ぐなどの成果を上げた。
　また、熊本市公式LINE等での広報活動を
行い、センターの認知度向上に努めた。
　
・児童家庭支援センターへの相談件数
　令和4年度延べ相談件数3,299件

22,200

産前・産後母子支援事業    出産後の養育について、出産前において
支援を行うことが特に必要と認められる妊
婦（特定妊婦）等への相談支援事業を実
施。

①妊娠、出産について悩む妊婦のため
　の相談窓口（にんしんSOS熊本）
　・24時間年中無休、専用電話で対応
　・令和４年度延べ相談件数986件

②個別支援
　子育て支援、住居支援、自立支援等を実
施

10,400

　ヤングケアラー（本来大人が担うと想定
されている家事や家族の世話などを日常的
に行っている子ども）を早期に発見し、適
切な支援につなげるため、ヤングケアラー
コーディネーターを1名配置。関係機関と連
携した支援体制の構築、研修や広報啓発活
動を行う。R4年度新規事業。

2,805ヤングケアラー

支援体制強化事業

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

地域療育関連経費 312

福祉関係主要事業報告

こども発達支援センター

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

　障がい又は障がいの疑いのある子どもに
適切な支援を行い、保護者の子育てに対す
る不安や悩みを軽減するために、医師、心
理相談員、言語聴覚士、作業療法士、理学
療法士、保育士、教育支援相談員による相
談、診察、検査、初期の療育に関する支
援、地域支援等を行った。
・相談支援件数：9,604件

　子どもの障がいを早期に発見し、障がい
児が住み慣れた地域で専門的な支援を受け
られる支援体制の充実を図るため、療育支
援ネットワーク会議（テーマは「よりよい
発達支援システムの構築のための地域連携
のあり方」）の開催や、地域単位での連携
を図るための支援者の研修会等を行った。

子ども発達支援センター 27,442

運営経費

16,341

子育てスマイルサポート 8,136

事業

　専門職を区役所保健子ども課に派遣し、
乳幼児健診後等の相談・支援業務を行っ
た。また支援機関等と連携した支援を行っ
た。
・専門職相談件数：183件

　保護者が発達障がいの特性を理解し適切
な対応方法を学ぶ場や、保護者同士の相互
交流の場を設けた。また、発達障がいに関
する講演会や、保育園等における発達支援
コーディネーター養成を行った。
・ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ　  108人参加
・ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ　163人参加
・発達支援コーディネーター養成事業
　園長研修会・実践報告会　86人参加
　基礎研修　33人参加
　ステップアップ研修　74人参加

事業

ペアレントトレーニング
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課名

福祉関係主要事業報告

こども発達支援センター

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

事業内容事業名 決算見込額

発達障がい者支援セン 33,000

ター運営事業経費

　発達障害者支援法第14条の規定に基づき
発達障がい者支援センターを設置してお
り、発達障がい児者とその家族が身近な場
所で支援を受けられるよう関係機関と連携
し、適切な配慮を持って総合的な支援を
行った。また、発達障がい者地域支援マネ
ジャーによる関係機関への支援方法の助
言・研修・啓発や支援人材育成、地域支援
強化を図るとともに困難事例への対応も
行った。
・相談・発達・就労支援件数：3,329件
・地域支援ﾏﾈｼﾞｬｰによる支援件数：519件

（単位：千円）
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課名

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績

（再掲）57,335　里親支援に係る一連の業務（フォスタリ
ング業務）の包括的な実施体制を業務委託
により構築し、子どもの養育の受け皿とな
る里親の増加及び質の高い里親養育の拡充
を図った。

（フォスタリング)事業

里親養育包括支援

福祉関係主要事業報告

児童相談所

（単位：千円）

事業名 事業内容 決算見込額

児童相談業務 3,132,394　こどもに関する家庭その他からの相談に
応じ、こどもが有する問題またはこどもの
ニーズや状況等を的確に捉え、個々のこど
もや家庭に適切な援助を行った。

主な児童相談対応件数

相談種別 令和4年度

児童虐待相談 1,425件

養護相談 86件

非行相談 83件

障がい相談 696件

育成相談等 134件

計 2,424件

ラジオタウン情報誌等への
広報宣伝

掲載回数 23回

企業・店舗へのポスター掲示 掲載枚数 223枚

周知・啓発活動
（チラシ・ポケットティッシュ
等配布）

チラシ配布枚数 75,723枚

ポスティング チラシ配布世帯 10,700世帯

里親制度説明・座談会 実施回数 9回

（陽だま里カフェ） 延べ参加人数 81名

実施回数 12回

延べ参加人数 294名

実施回数 23回

延べ人数 81名

都市バスシート広告 車両台数 2台

コミュニティビジョン放映 実施ヵ所 4ヵ所

里親パネル展示 実施ヵ所 37ヵ所

実施回数 15回

延べ参加人数 130名

実施回数 4回

延べ参加人数 63名

実施回数 4回

延べ参加人数 27名

会場参加人数 186名

WEB参加人数 80名

里親上映会
「育ててくれて、ありがとう」

参加人数 100名

くまもと県民テレビ　CM告知 放映回数 42回

法定里親研修会
（新規登録）

法定里親研修会
（更新・専門更新）

くまもと里親フォーラム

インスタグラム・フェイスブック

出前講座

その他の制度説明

SNS開設

登録里親のスキルアップ
（研修開催等）
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課名

福祉関係主要事業報告

児童相談所

令和４年度（２０２２年度）主要事業実績（つづき）

登録里親数について
（令和5年(2023年)３月31日現在）

　養育里親　　　　　９３件
　（うち、専門里親　　４件）
　養子縁組里親　      ４３件
　親族里親　　　　　　５件

事業内容

（単位：千円）

（フォスタリング)事業

決算見込額事業名

里親養育包括支援

（つづき）
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